
資 料 編 

 

資料１ 

 
【関係機関の連絡先一覧】 
 
（1）県関係 

 
 

（２）市町村 

市町村名 担当課名 防災電話 防災ＦＡＸ ＮＴＴ電話番号 
緊急時ＮＴＴ電

話番号 
ＮＴＴＦＡＸ 

北九州市 
総務市民局安

全・安心課 
－ － 093-582-2988 093-582-3823 093-582-3889

福岡市 
市民局防災・

危機管理課 
78-201-70 1-78-201-75 092-711-4056 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-733-5861

大牟田市 総務部総務課 78-202-70 1-78-202-75 0944-41-2894（in）
0944-41-2222

（宿直用） 
0944-41-2894

久留米市 
総務部生活安

全推進室 
－ － 0942-30-9052 0942-39-8835 0942-30-9706

直方市 
総務課市民協

働推進係 
78-204-70 1-78-204-75 0949-25-2222 0949-25-2000 0949-24-3812

飯塚市 
総務部総務課

総務係 
78-205-70 1-78-205-75

0948-22-5500(222

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0948-21-2066

田川市 
総務部総務防

災課 
78-206-70 1-78-206-75

0947-44-2000(319

) 
  0947-46-0124

柳川市 
総務課防災安

全係 
78-207-70 1-78-207-75

0944-73-8111(335

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0944-74-1374

八女市 
総務課総務法

制係 
78-210-70 1-78-210-75

0943-23-1111(212

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0943-22-2186

筑後市 
総務課庶務法

制係 
－ － 

0942-53-4111(13

１) 
  0942-52-5928

大川市 総務課庶務係 78-212-70 1-78-212-75
0944-87-2101(202

) 
0944-87-2101 0944-88-1776

行橋市 総務課総務係 78-213-70 1-78-213-75
0930-25-1111(143

1) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0930-25-0299

豊前市 
総務課交通防

災係 
78-214-70 1-78-214-75

0979-82-1111(133

4) 
0979-82-1111 0979-83-2560

名  称 担当部署 所 在 地 

福 岡 県 
総 務 部  消防防災安全課

生活安全室 
福岡市博多区東公園７－７ 

警 備 部   警 備 課 福岡市博多区東公園７－７ 

福岡県警察本部 
うきは警察署 警備課 うきは市吉井町３４３－３ 
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中間市 
総務課文書法

制係 
78-215-70 1-78-215-75 093-246-6232 093-246-4325 093-245-5598

小郡市 
総務課防災・

庶務係 
78-216-70 1-78-216-75

0942-72-2111(245

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0942-73-4466

筑紫野市 
総務課交通・

防災担当 
78-217-70 1-78-217-75

092-923-1111(234

) 
092-920-7413 092-923-5391

春日市 
土木管理課消

防防災担当 
78-218-70 1-78-218-75

092-584-1111(311

2,3122) 
092-584-1132 092-584-1143

大野城市 地域安全課 78-219-70 1-78-219-75
092-501-2211(387

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-572-8432

宗像市 総務課総務係 78-220-70 1-78-220-75 0940-36-5050 0940-36-1121 0940-37-1242

太宰府市 
総務課消防・

防災係 
78-221-71 1-78-221-75

092-921-2121(519

) 
092-921-2142 092-921-1601

前原市 総務課防災係 78-222-70 1-78-222-75
092-323-1111(121

6) 
092-323-1123 092-324-0239

古賀市 総務課庶務係 78-223-70 1-78-223-75
092-942-1111(322

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-942-3758

福津市 

生活安全課安

心安全まちづ

くり係 

78-362-70 1-78-362-75 0940-43-8107 0940-42-1111 0940-43-3168

宮若市 
総務課防災安

全係 
78-403-70 1-78-403-75 0949-32-0511   0949-32-9430

嘉麻市 
総務課防災安

全係 
78-423-70 1-78-423-75 0948-62-5353   0948-62-5018

朝倉市 
消防防災課消

防防災係 
78-209-70 1-78-209-75

0946-22-1111(119

) 
  0946-24-8257

那珂川町 
環境課生活防

災係 
78-305-70 1-78-305-75

092-953-2211(135

) 
  092-953-0688

宇美町 
総務課消防防

災防犯係 
78-341-70 1-78-341-75

092-932-1111(113

) 
092-934-2246 092-933-7512

篠栗町 総務課消防係 78-342-70 1-78-342-75
092-947-1111(313

) 
092-947-3437 092-947-7977

志免町 
総務課消防防

災係 
78-343-70 1-78-343-75

092-935-1001(416

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-935-9459

須恵町 
総務課消防防

災係 
78-344-70 1-78-344-75

092-932-1151(321

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-933-6579

新宮町 
総務課防災防

犯担当 
78-345-70 1-78-345-75 092-963-1730 092-962-0725 092-962-2078

久山町 
総務課消防防

災係 
78-348-70 1-78-348-75

092-976-1111(232

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-976-2463

粕屋町 
総務課生活防

災係 
78-349-70 1-78-349-75

092-938-2311(225

) 
092-938-5778 092-938-3150

芦屋町 総務課庶務係 78-381-70 1-78-381-75
093-223-0881(293

) 
093-223-5292 093-223-3927

水巻町 総務課庶務係 78-382-70 1-78-382-75 093-201-4321 
（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
093-201-4423
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岡垣町 総務課庶務係 78-383-70 1-78-383-75
093-282-1211(233

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
093-282-4000

遠賀町 総務課 78-384-70 1-78-384-75
093-293-1234(262

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
093-293-0806

小竹町 総務課庶務係 78-401-70 1-78-401-75
09496-2-1212(104

) 
09496-2-1211 09496-2-1140

鞍手町 
総務人事課庶

務係 
78-402-70 1-78-402-75

0949-42-2111(322

) 
0949-42-2118 0949-42-5693

桂川町 総務課 78-421-70 1-78-421-75
0948-65-1100(214

) 
0948-65-3241 0948-65-3424

筑前町 
まちづくり課消

防安全係 
78-444-70 1-78-444-75 0946-42-6609   0946-42-2011

東峰村 総務課 78-446-70 1-78-446-75 0946-72-2311   0946-72-2038

二丈町 総務課管財係 78-462-70 1-78-462-75
092-325-1111(232

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
092-325-0179

志摩町 総務課行政係 78-463-70 1-78-463-75
092-327-1111(223

) 
092-327-2472 092-327-2707

大刀洗町 総務課庶務係 78-503-70 1-78-503-75
0942-77-0101(105

) 
0942-77-0101 0942-77-3063

大木町 
総務課管理防

災係 
78-522-70 1-78-522-75

0944-32-1013(115

) 
0944-32-1444 0944-32-1054

黒木町 総務課庶務係 78-541-70 1-78-541-75
0943-42-1111(324

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0943-42-4591

立花町 総務課行政係 78-543-70 1-78-543-75
0943-23-5141(214

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0943-22-3512

広川町 総務課行政係 78-544-70 1-78-544-75
0943-32-1111(112

)  
0943-32-1111 0943-32-5164

矢部村 総務課総務係 78-545-70 1-78-545-75
0943-47-3111(201

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0943-47-2855

星野村 
総務グループ

総務班 
78-546-71 1-78-546-75

0943-52-3111(212

) 
0943-52-2005 0943-52-3283

瀬高町 総務課 78-561-70 1-78-561-75
0944-63-6111(308

) 
0944-63-6111 0944-62-2411

山川町 総務課人事係 78-564-70 1-78-564-75
0944-67-1111(211

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0944-67-1696

高田町 
総務課財政庶

務係 
78-581-70 1-78-581-75

0944-22-5611(214

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0944-22-6381

香春町 総務課庶務係 78-601-70 1-78-601-75 0947-32-2511 
（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-32-4815

添田町 
総務課防災対

策係 
78-602-70 1-78-602-75

0947-82-1231(121

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-82-2869

糸田町 総務課消防係 78-604-70 1-78-604-75
0947-26-1231(212

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-26-1651

川崎町 
総務課防災管

財係 
78-605-70 1-78-605-75

0947-72-3000(230

､231)  

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-72-6453
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大任町 総務課消防係 78-608-70 1-78-608-75
0947-63-3000(209

)  

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-63-3813

赤村 総務課総務係 78-609-70 1-78-609-75
0947-62-3000(132

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-62-3007

福智町 
総務課消防防

災選挙係 
78-603-70 1-78-603-75 0947-22-0555 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0947-22-0782

苅田町 
総務課くらし

安全係 
78-621-70 1-78-621-75

093-434-1112(319

) 
093-434-5852 093-436-3014

みやこ町 総務課総務係 78-623-70 1-78-623-75 0930-32-2511 0930-32-2511 0930-32-4563

吉富町 
総務課庶務秘

書係 
78-642-70 1-78-642-75

0979-24-1122(133

) 

（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0979-24-3219

上毛町 総務課総務係 78-644-70 1-78-644-75 0979-72-3111 
（ＮＴＴ電話番

号と同様） 
0979-72-4664

築上町 総務課行政係 78-641-70 1-78-641-75
0930-56-0300(333

) 
  0930-56-1405

 
 

(３)消防本部（局） 

消防本部（局）名 担当部署名 所在地 電話番号 ＦＡＸ番号 

北九州市消防局 防災課 北九州市小倉北区大手町３－９ 093-582-2110 093-582-2112 

福岡市消防局 
警備部警防課

広域対策係 
福岡市中央区舞鶴３－９－７ 092-725-6952 092-725-6606 

大牟田市消防本部 警防課 大牟田市浄真町４６ 0944-53-3521 0944-53-7460 

久留米市消防本部 救急防災課 久留米市東櫛原町９９９－１ 0942-38-5158 0942-38-5172 

直方市消防本部 警防課 直方市新町２－５－１０ 0949-25-2303 0949-25-2308 

筑後市消防本部 警防課 筑後市山ノ井９００ 0942-52-2020 0942-53-6658 

大川市消防本部 警防課 大川市郷原４８３－５ 0944-88-1145 0944-88-1799 

行橋市消防本部 警防課 行橋市中央１－９－９ 0930-25-2326 0930-26-3074 

中間市消防本部 警防課 中間市中間２－２－２ 093-245-0901 093-246-0119 

苅田町消防本部 警防課 苅田町京町２－４－４ 093-434-0119 093-434-5236 

柳川市消防本部 警防課 柳川市本城町４－２ 0944-74-0119 0944-74-0185 

糸島地区消防厚生

施設組合糸島消防

本部 

警防課 前原市前原１７８３－１ 092-322-4222 092-324-4514 
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八女消防本部 警防課 八女市本村２２－１ 0943-24-0119 0943-25-1119 

筑紫野太宰府消防

本部 
警防課警防係 筑紫野市針摺西１－１－１ 092-924-5642 092-924-3397 

飯塚地区消防本部 警防課 飯塚市片島３－１６－８ 0948-22-7600 0948-24-5670 

瀬高町外二町消防

組合消防本部 

総務課庶務財

政係 
瀬高町小川２７０ 0944-62-5125 0944-62-3234 

春日・大野城・那珂

川消防組合消防本

部 

警防課 春日市春日２－２－１ 092-584-1197 092-584-1200 

田川地区消防本部 
警防課防災企

画係 
田川市川宮１５７０ 0947-44-0650 0947-46-1404 

京築広域圏消防本

部 
警防課 豊前市荒堀５２５－１ 0979-82-0119 0979-83-2630 

福岡県南広域消防

組合消防本部 
警防課 久留米市山川沓形町３－１５ 0942-43-8119 0942-43-7317 

直方・鞍手広域市

町村圏事務組合消

防本部 

警防課 宮若市宮田１６番地１ 0949-32-1132 0949-32-9425 

甘木・朝倉消防本

部 
警防課 朝倉市一木１８－２０ 0946-22-0119 0946-24-1334 

粕屋南部消防本部 警防課 志免町田富１７０ 092-935-1088 092-935-6483 

宗像地区消防本部 警防課 宗像市田熊５－１－３ 0940-36-2425 0940-37-0011 

粕屋北部消防本部 警防課 古賀市今在家１６７－１ 092-944-0131 092-944-0462 

遠賀郡消防本部 警防課 遠賀町広渡１６３９ 093-293-8124 093-291-4008 

 
 

（４）指定行政機関       

名称 担当部署 所在地 

内閣府 大臣官房 総務課 千代田区霞ヶ関３－１－１ 

国家公安委員会 連絡先は警察庁と同様 千代田区霞が関 2-1-2 

警察庁 警備局 警備企画課 千代田区霞が関 2-1-2 

金融庁 総務企画局 政策課 千代田区霞が関 3-1-1 

総務省 大臣官房 総務課 千代田区霞が関 2-1-2 

消防庁 国民保護・防災部防災課国民保護室 千代田区霞が関 2-1-2 

法務省 大臣官房 秘書課広報室 千代田区霞が関 1-1-1 

公安調査庁 総務部 総務課 千代田区霞が関 1-1-1 

外務省 大臣官房総務課 危機管理調整室 千代田区霞が関 2-2-1 
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財務省 大臣官房総合政策課 企画官室 千代田区霞が関 3-1-1 

国税庁 長官官房 総務課 千代田区霞が関 3-1-1 

文部科学省 
大臣官文教施設企画部施設企画課防災推進

室 
千代田区丸の内 2-5-1 

文化庁 連絡先は文部科学省と同様 千代田区丸の内 2-5-1 

厚生労働省 社会・援護局総務課災害救助・救援対策室 千代田区霞が関 1-2-2 

農林水産省 総合食料局食料企画課 千代田区霞が関 1-2-1 

林野庁 連絡先は農林水産省と同様 千代田区霞が関 1-2-1 

水産庁 連絡先は農林水産省と同様 千代田区霞が関 1-2-1 

経済産業省 大臣官房総務課 千代田区霞が関 1-3-1 

資源エネルギー庁 総合政策課 千代田区霞が関 1-3-1 

中小企業庁 長官官房 官房参事官室 千代田区霞が関 1-3-1 

原子力・保安院 企画調整課 千代田区霞が関 1-3-1 

国土交通省 危機管理室 千代田区霞が関 2-1-3 

国土地理院 総務部 総務課 茨城県つくば市北郷 1 

気象庁 総務部 総務課 千代田区大手町 1-3-4 

海上保安庁 総務部 国際・危機管理官 千代田区霞が関 2-1-3 

環境省 大臣官房総務課 千代田区霞が関 1-2-2 

防衛省 運用企画局 事態対処課 新宿区市谷本村町 5-1 

防衛施設庁 総務部 総務課企画室 新宿区市谷本村町 5-1 

 
 

（５）指定地方行政機関  

名称 担当部署 所在地 

九州管区警察局 
広域調整部 

広域調整第二課 
福岡市博多区東公園７番７号 

福岡防衛施設局 総務部総務課 
福岡市博多区博多駅東 2丁目 10－7

（福岡第 2合同庁舎） 

九州総合通信局 総務課 
熊本市二の丸１－４ 

熊本合同庁舎２号館 

九州財務局 総務部総務課 熊本市二の丸１番２号 

福岡財務支局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２－１１－１ 

福岡合同庁舎 

門司税関 総務部総務課総務第一係 
北九州市門司区西海岸 1-3-10 

（門司港湾合同庁舎） 

原子力事務所 
研究開発局開発企画課 

立地地域対策室 
千代田区丸の内 2-5-1 

九州厚生局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２－１０－７ 

福岡第２合同庁舎２階 

福岡労働局 総務課 
福岡市博多区博多駅東２丁目１１番１

号    福岡合同庁舎         
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九州農政局 企画調整室 
熊本県熊本市二の丸１－２ 

熊本合同庁舎 

九州森林管理局 企画調整室 熊本県熊本市京町本丁２－７ 

九州経済産業局 総務企画部総務課 
福岡県博多区博多駅東２丁目１１－１

 福岡第一合同庁舎 

九州産業保安監督部 管理課 
福岡市博多区博多駅東 2丁目 11-1 

福岡第 1合同庁舎 8階 

九州地方整備局 企画部 防災課 
福岡県福岡市博多区博多駅東２－１

０-７ 

九州運輸局 総務部 総務課 福岡市博多区博多駅東 2-10-7 

大阪航空局 総務部 航空保安対策課 大阪市中央区大手前４丁目１番７６号

  
福岡航空交通管制部 

総務課 

福岡市東区大字奈多字小瀬抜１３０２

－１７ 

福岡管区気象台 総務部 総務課 福岡市中央区大濠 1-2-36 

第七管区海上保安本部 総務部 総務課 北九州市門司区西海岸１－３－１０ 

九州地方環境事務所 総務課 熊本県熊本市尾ﾉ上 1-6-22 

 

（６）指定公共機関   

所管省庁 名称 担当部署 所在地 

国土交通省 独立行政法人海上技術安全研究所 企画部企画課 東京都三鷹市新川６－３８－１ 

海上保安庁 
独立行政法人海上災害防止センタ

ー 
総務部総務課  

横浜市西区みなとみらい３－３－

１ 三菱重工横浜ビル 

国土交通省 独立行政法人建築研究所 企画部企画調査課 茨城県つくば市立原１番地 

経済産業省 独立行政法人原子力安全基盤機構
防災支援部計画グル

ープ 
東京都港区虎ノ門３丁目１７－１ 

国土交通省 独立行政法人港湾空港技術研究所 企画管理部企画課 神奈川県横須賀市長瀬 3-1-1 

厚生労働省 独立行政法人国立病院機構 本部総務部総務課 目黒区東が丘２－５－２１ 

経済産業省 独立行政法人産業技術総合研究所 企画本部 千代田区霞が関 1-3-1 

経済産業省 独立行政法人情報処理推進機構 セキュリティセンター 東京都文京区本駒込２－２８－８

総務省 独立行政法人情報通信研究機構 
総合企画部企画戦略

室 
小金井市貫井北町 4-2-1 

農林水産省 独立行政法人森林総合研究所 総務部総務課 茨城県つくば市松の里１ 

農林水産省 
独立行政法人水産総合研究センタ

ー 
総務部庶務課 

神奈川県横浜市西区みなとみら

い２－３－３  

クイーンズタワーＢ １５Ｆ 
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国土交通省 独立行政法人土木研究所 企画部研究企画課 茨城県つくば市南原１－６ 

文部科学省 
独立行政法人日本原子力研究開発

機構 

研究開発局 

原子力研究開発課 
千代田区丸の内 2-5-1 

国土交通省 
独立行政法人日本高速道路保有・

債務返済機構 
総務部管理課 

東京都港区西新橋二丁目 8番 6

号 

農林水産省 
独立行政法人農業・食品産業技術

総合研究機構 

総合企画調整部 

企画調整室 
茨城県つくば市観音台３－１－１

文部科学省 
独立行政法人放射線医学総合研究

所 

研究振興局 

研究振興戦略官付 
千代田区丸の内 2-5-1 

国土交通省 独立行政法人水資源機構 総務部総務課 
埼玉県さいたま市中央区新都心

１１－２ 

金融庁 日本銀行 
決済機構局 業務継

続計画担当 
中央区日本橋本石町２－１－１ 

厚生労働省 日本赤十字社 救護・福祉部 救護課 東京都港区芝大門１－１－３ 

総務省 日本放送協会  
報道局 気象・災害セ

ンター 
東京都渋谷区神南 2-2-1 

総務省 日本郵政公社 本社ＣＳＲ室 千代田区霞が関 1-3-2 

国土交通省 西日本高速道路株式会社 
管理事業本部管理事

業統括チーム 

大阪市北区堂島 1-6-20 堂島ア

バンザ 

国土交通省 九州旅客鉄道株式会社 総務部総務課 
福岡市博多区博多駅前3丁目25

番 21 号 

国土交通省 日本貨物鉄道株式会社 総務部総務グループ 
東京都千代田区飯田橋3丁目13

番 1 号 

総務省 日本電信電話株式会社 
第二部門 災害対策

室 

東京都千代田区大手町２－３－

１ 逓信ビル７Ｆ 

総務省 西日本電信電話株式会社 
基盤サービス部災害

対策室 

大阪府大阪市中央区馬場町

3-15 

経済産業省 九州電力株式会社 総務部 管理グループ
福岡県福岡市中央区渡辺通２－

１－８２ 

経済産業省 西部瓦斯株式会社 総務広報部 福岡県福岡市千代１－１７－１ 

国土交通省 オーシャン東九フェリー株式会社 取締役 東京都中央区築地２－１１－９ 

国土交通省 株式会社名門大洋フェリー 
専務取締役企画管理

部長 
大阪市西区江戸堀１－９－６ 

国土交通省 阪九フェリー株式会社 常務取締役 
福岡県北九州市門司区新門司

北１－１ 

国土交通省 ジェイアール九州バス株式会社 営業企画部 福岡市博多区堅粕２ー２２ー２ 

国土交通省 佐川急便株式会社 労務運行管理部 
京都府京都市南区上鳥羽角田

町６８番地 

国土交通省 西濃運輸株式会社 営業企画管理室 岐阜県大垣市田口町１番地 

国土交通省 日本通運株式会社 
作業管理部広域自動

車輸送専任 

東京都港区東新橋１丁目９番４

号 

国土交通省 福山通運株式会社 社長室ＣＳＲ推進室 東京都江東区越中島３－６－１５
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国土交通省 ヤマト運輸株式会社 社会貢献部 
東京都中央区銀座２丁目１６番１

０号 

国土交通省 
エアーニッポン株式会社 

（第１連絡先） 

ANA 福岡支店 総務

課 

福岡市中央区天神１－１２－１４ 

紙与渡辺ビル 

  
エアーニッポン株式会社 

（第２連絡先） 

ANK 福岡空港支店 

業務課 

福岡県福岡市博多区上臼井柳

井３４８ 福岡空港第1ターミナル

ビル内  

国土交通省 
エアーネクスト株式会社 

（第１連絡先） 

ANA 福岡支店 総務

課 

福岡市中央区天神１－１２－１４ 

紙与渡辺ビル 

  
エアーネクスト株式会社 

（第２連絡先） 
NXA 業務部業務課 

福岡県福岡市博多区下臼井

767-1 福岡空港第 2 ターミナル

ビル内  

国土交通省 株式会社スターフライヤー 
経営企画部事業企画

グループ 

福岡県北九州市小倉北区米町

二丁目 2番 1号 新小倉ビル 

国土交通省 株式会社ジャルエクスプレス 本社企画財務部 大阪府池田市空港 2-2-5 

国土交通省 
株式会社日本航空インターナショナ

ル 

(株)日本航空経営企

画室 
東京都品川区東品川 2-4-11 

国土交通省 株式会社日本航空ジャパン 
(株)日本航空経営企

画室 
東京都品川区東品川 2-4-11 

国土交通省 スカイマークエアラインズ株式会社 経営企画室 
東京都港区浜松町 1-30-5 浜松

町スクエア 12 階 

国土交通省 
全日本空輸株式会社 

（第１連絡先） 

ANA 福岡支店 総務

課 

福岡市中央区天神１－１２－１４ 

紙与渡辺ビル 

  
全日本空輸株式会社 

（第２連絡先） 

ANA 福岡空港支店 

総務課 

福岡県福岡市博多区下臼井７６

７－１ 福岡空港内  

国土交通省 
日本トランスオーシャン航空株式会

社 
本社企画部 沖縄県那覇市山下町３－２４ 

国土交通省 西日本旅客鉄道株式会社 総務部リスク管理室 
大阪府大阪市北区芝田二丁目 4

番 24 号 

国土交通省 西日本鉄道株式会社 
鉄道事業本部営業部

安全対策課 

福岡県福岡市中央区天神1丁目

11 番 17 号 福岡ビル 6Ｆ 

国土交通省 井本商運株式会社 営業部 兵庫県神戸市中央区京町７０ 

国土交通省 川崎近海汽船株式会社 総務部 
東京都千代田区霞が関１－４－

２ 大同生命霞ヶ関ビル 

総務省 
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ

株式会社 

ネットワーク事業部 

統合ネットワーク部

（危機管理） 

東京都千代田区内幸町 2-1-1 

飯野ビル 2階 201 

総務省 KDDI 株式会社 
運用本部運用管理部

統括グループ 

東京都新宿区西新宿 2-3-2 

KDDI ビル 

総務省 ソフトバンクテレコム株式会社 総務部 
東京都港区東新橋 1-9-1 東京

汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 

総務省 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 災害対策室 
東京都千代田区永田町 2-11-1 

山王ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ 35F 

総務省 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州 災害対策室 
福岡県福岡市中央区舞鶴 2-3-1

ドコモ九州舞鶴ビル 

総務省 ソフトバンクモバイル株式会社 
コーポレートセキュリ

ティ室 

東京都港区東新橋 1-9-1 東京

汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 
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（７）指定地方公共機関 

法人名 所在地 所属名（課・係等） 

大牟田瓦斯株式会社 大牟田市泉町 4-5 工務部 

西日本ガス株式会社 柳川市新外町 89-2 企画部 

筑紫ガス株式会社 筑紫野市紫 2-12-10 総務グループ 

直方ガス株式会社 直方市新町 2-5-22 工務部 

飯塚ガス株式会社 飯塚市横田 677-2 総務部 

中間ガス株式会社 中間市池田 1-4-1 供給部 

高松ガス株式会社 遠賀郡水巻町頃末北 4-6-1 ガス課総務主任 

社団法人福岡県ＬＰガス協会 福岡市博多区山王 1-10-15 事務局 

平成筑豊鉄道株式会社 田川郡福智町金田１１４５－２ 総務課 

筑豊電気鉄道株式会社 中間市鍋山町 1-6 電車課 

甘木鉄道株式会社 朝倉市甘木 1320 運輸部 

北九州高速鉄道株式会社 北九州市小倉南区企救丘 2-13-1 総務グループ 

西鉄バス二日市株式会社 大野城市大字牛頸２４７３番１２号 二日市本社 

西鉄バス宗像株式会社 宗像市陵厳寺４丁目７番１号 赤間本社 

西鉄バス両筑株式会社 朝倉市菩提寺 540-1   

西鉄バス久留米株式会社 久留米市御井町２２９１－１   

西鉄バス大牟田株式会社 大牟田市白金町６３   

西鉄バス筑豊株式会社 飯塚市片島 2-19-1 運行部 

西鉄高速バス株式会社 福岡市那の津４丁目３番２２号 業務課 

西鉄バス北九州株式会社 北九州市小倉北区砂津 1-1-2 総務課 

九州急行バス株式会社 福岡市博多区博多駅南４－７－２ 総務課 

堀川バス株式会社 八女市本町１番地 統括部 

株式会社甘木観光バス 朝倉市大字甘木１３９６番地２ 営業部長 

西鉄観光バス株式会社 福岡市中央区地行二丁目３番１０号 総務部 

西鉄北九州観光株式会社 北九州市小倉北区青葉 1-2-32 総務部 

九州観光バス株式会社 福岡市博多区石城町 10-18 総務課 

柳城観光株式会社 柳川市下宮永町１０９２   

九州郵船株式会社 福岡市博多区神屋町１番２７号 海務課 

壱岐・対馬フェリー株式会社 福岡市中央区那の津 3-46-7 代表取締役 

九州西武運輸株式会社 福岡市博多区東那珂 3-7-58 総務課 

久留米運送株式会社 久留米市東櫛原町３５３ 総務部 

株式会社博運社 糟屋郡志免町別府 621 総務部 

株式会社ランテック 福岡市博多区古門戸町 4-26 総務部 

九州産業運輸株式会社 北九州市門司区浜町 10-16 営業本部 

丸善海陸運輸株式会社 久留米市善導寺町飯田 415-1 総務部 

三友通商株式会社 筑紫野市上古賀 2-1 総務課 

社団法人福岡県トラック協会 福岡市博多区博多駅東 1-18-8 業務課 

社団法人福岡県医師会 福岡市博多区博多駅南 2-9-30 総務課 

社団法人福岡県歯科医師会 福岡市中央区大名 1-12-43 事務局 

社団法人福岡県薬剤師会 福岡市博多区住吉 2-20-15   

福岡県道路公社 福岡市博多区吉塚本町 13-50 総務課総務係 

福岡北九州高速道路公社 福岡市東区東浜 2-7-53 総務係 

アール・ケー・ビー毎日放送株式会社 福岡市早良区百道浜 2-3-8 報道部 

九州朝日放送株式会社 福岡市中央区長浜１－１－１ 総務局 

株式会社テレビ西日本 福岡市早良区百道浜２－３－２ 報道部長 

株式会社ティー・ヴィー・キュー九州放

送 
福岡市博多区住吉２－３－１ 報道スポーツ局 

株式会社福岡放送 福岡市中央区清川２－２２－８ 報道制作局報道部 
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株式会社エフエム福岡 
福岡市中央区渡辺通 2-1-82 電気ビル別

館６Ｆ 
放送本部 

株式会社九州国際エフエム 福岡市中央区天神２－５－３５ 総務部 

株式会社エフエム九州 北九州市小倉北区古船場町９－１１ 編成事業部 

 

 

 

 

（８）自衛隊 

    

部隊等の長及び窓口 区分 所在地 

西部方面総監部  防衛部   陸上自衛隊 熊本県熊本市東町１－１－１ 

  第４師団司令部 第３部 陸上自衛隊 福岡県春日市大和町５－１２ 

  第４特科連隊 第５大隊 陸上自衛隊 福岡県久留米市国分町１００ 

佐世保地方総監部 防衛部 海上自衛隊 長崎県佐世保市平瀬町無番地 

西部方面航空隊司令部 防衛部 航空自衛隊 福岡県春日市原町３－１－１ 
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 資料２ 
 
【関係報道機関一覧】     

名    称 所   在   地 備 考 
ＮＨＫ     
久留米報道室  

〒 830-0018 
久留米市通町３－１４  

 

ＫＢＣ  
九州朝日放送   

〒 810-8571 
福岡市中央区長浜 1-1-1 

 

ＦＢＳ  
福岡放送  

〒 810-8655 
福岡市中央区渡辺通り 1-1-1 

 

ＴＮＣ  
テレビ西日本  

〒 814-0001 
福岡市早良区百道浜 2-3-2 

 

ＴＶＱ  
ＴＸＮ九州  

〒 812-8570 
福岡市博多区住吉 2-3-1 

 

ＦＭ福岡  〒 810-8575 
福岡市中央区渡辺通り 2-1-82 

 

クロスＦＭ  〒 810-0801 
福岡市博多区中州 4-6-12 花関ビル  

 

ドリームスＦＭ放送 〒 839－ 0851 
久留米市御井町１  

 

西日本新聞社  
 浮羽支局  

〒 839-1321 
うきは市吉井町５２１－１  

 

毎日新聞    
 久留米支局  

〒 830-0018 
久留米市通町４－１  

 

読売新聞    
 久留米支局  

〒 830-0022 
久留米市城南町２２－１０  

 

朝日新聞 
久留米支局  

〒 830-0021 
久留米市篠山町 3-168-24 
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資料３ 
 

【安否情報省令及び関係様式一覧】  
 

安 否 情 報 省 令 
 
「武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その

他の必要な事項を定める省令」 
（平成１７年３月２８日総務省令第４４号） 

最終改正：平成１８年３月３１日総務省令第５０号 
 
（安否情報の収集方法） 
第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。

以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準用する場合を含む。）の規

定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害により負傷した住民については様式第１号を、

武力攻撃災害により死亡した住民については様式第２号を用いて行うものとする。ただし、やむを得

ない場合は、地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。 
 
（安否情報の報告方法） 
第２条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６年政令第２７

５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条において準用する場合を含む。）の総務省令

で定める方法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準用する場合を含む。）に規

定する安否情報を様式第３号により記載した書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が

急迫している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によるこ

とができる。 
 
（安否情報の照会方法） 
第３条 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定

による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条において準用する場合を含む。）に規定す

る事項を様式第４号により記載した書面を総務大臣又は地方公共団体の長に提出することにより行

うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に行う必要がある場合、安否情報について照会をしよ

うとする者が遠隔の地に居住している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電

話その他の方法によることができる。 
２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同じ。）の規定によ

り安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏名及び住所又は居所と同

一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、

住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４第１項に規定する住民基本台帳カードそ

の他法律又はこれに基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が

本人であることを確認するに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、やむを得

ない理由により、当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は前項ただし書きの場

合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを確認するために総務大臣又は地方公共

団体の長が適当と認める方法によることができる。 
３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する者が本人であ

ることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長に対し、必要な資料の提

出を求めることができる。 
 
（安否情報の回答方法） 
第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避難住民に該当

するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別その他必要な事

項を様式第５号により記載した書面を交付することにより行うものとする。ただし、事態が急迫して
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いる場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることができ

る。 
 
（安否情報の提供） 
第５条 総務大臣は、全ての都道府県知事又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長が法第９５条

第１項の規定に基づく安否情報の回答を行うことができるようにするため、法第９４条第２項の規定

により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、都道府県知事及び市町村の長に対し、

書面により提供することとする。 
 
附 則 
（施行期日） 
第１条 この省令は、平成１７年４月１日から施行する。 
（総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則の一部改正） 
第２条 総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成

１５年総務省令第４８号）の一部を次のように改正する。 
別表電気通信事業紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）の項の次に次のように加える。 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律施行令（平成十六年政令第二百七十五号） 
第二十五条第二項 

別表独立行政法人情報通信研究機構の業務（通信・放送開発金融関連業務を除く。）に係る財務及

び会計に関する省令（平成十六年総務省令第六十九号）の項の次に次のように加える。 
武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに安否情報

の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令（平

成十七年総務省令第四十四号） 

第二条及び第三条 

 

 
附 則 （平成１８年３月３１日総務省令第５０号） 
第１条 この省令は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、本則に１条を加える改正規定及び附

則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分については、平成１９年４月１日から施行する。 
（総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則の一部改正） 
第２条 総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成

１５年総務省令第４８号）の一部を次のように改正する。 
別表武力攻撃事態等における安否情報の報告方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の

必要な事項を定める省令（平成十七年総務省令第四十四号）の項を次にように改める。 
武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並び

に安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定め

る省令（平成十七年総務省令第四十四号） 

第三条、第四条及び第五条 
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様式第 1号（第１条関係） 
 

安 否 情 報 収 集 様 式 （ 避 難 住 民 ・ 負 傷 住 民 ） 
記入日時（   年  月  日  時  分） 

①氏名  

②フリガナ  

③出生の年月日      年   月   日 

④男女の別      男       女     

⑤住所（郵便番号を含む。）  

⑥国籍 日 本   その他（      ） 

⑦その他個人を識別するための情報  

⑧負傷（疾病）の該当     負 傷     非該当    

⑨負傷又は疾病の状況  

⑩現在の居所  

⑪連絡先その他必要情報  

⑫親族・同居者からの照会があれば、①

～⑪を回答する予定ですが、回答を希

望しない場合は、○で囲んで下さい。

      回答を希望しない 

⑬知人からの照会があれば①⑦⑧を回

答する予定ですが、回答を希望しない

場合は○を囲んで下さい。 
      回答を希望しない 

⑭①～⑪を親族・同居者・知人以外の者

からの照会に対して回答又は公表す

ることについて、同意するかどうか○

で囲んで下さい。 

       同意する 
 
       同意しない 

※備考 
 

（注１）本収集は、国民保護法第９４条第１項の規定に基づき実施するものであり、個人情報の保護に

十分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第９５条第 1項の規定に基づく安否情報の照会
に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の

確認事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入

力、回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 
（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、知 人

とは、友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 
（注３）「③出生年月日」欄は、元号表記により記入すること。 
（注４）回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 
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様式第２号（第１条関係） 
 

安 否 情 報 収 集 様 式 （ 死 亡 住 民 ） 
記入日時（   年  月  日  時  分） 

①氏名  

②フリガナ  

③出生の年月日       年   月   日 

④男女の別       男       女     

⑤住所（郵便番号を含む。）  

⑥国籍 日 本    その他（      ）

⑦その他個人を識別するための情報  

⑧死亡の日時、場所及び状況  

⑨遺体が安置されている場所  

⑩連絡先その他必要情報  

⑪①～⑩を親族・同居者・知人以外の者

からの照会に対して回答することへの

同意 

       同意する 
 
       同意しない 

※備考 
 
 

（注１）本収集は、国民保護法第９４条第１項の規定に基づき実施するものであり、親族・知人につい

ては、個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族・同居者・知人からの照会があれば回

答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の照会に対

する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、医療の提供等）や避難残留者の確認

事務のため、行政内部で利用することがあります。さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、

回答等の際に企業や個人に業務委託する場合があります。 
（注２）親族・同居者・知人であるかの確認は申請書面により形式的審査を行います。また、知人とは、

友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。 
（注３）「③出生年月日」欄は、元号表記により記入すること。 
（注４）回答情報の限定を希望する場合は備考欄にご記入願います。 

⑪の同意回答者名  連絡先  

同意回答者住所  続 柄  

（注５）⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。 



様式第３号（第２条関係）

報告日時：　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分

市町村名：　　　　　　　　　　　 担当者名：　　　　　　　　　　

①氏　　名 ②フリガナ
③出生の
年月日

④男女
の別

⑤住　　所 ⑥国籍
⑦その他個人を識
別するための情報

⑧負傷（疾
病）の該当

⑨負傷又は
疾病の状況

⑩現在の居所
⑪連絡先

その他必要情報
⑫親族・同居者
への回答の希望

⑬知人への
回答の希望

⑭親族・同居者・
知人以外の者へ
の回答又は公表
の希望

備　　考

備 考　1 　この用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。
2 　「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。
3 　「⑥国籍」欄は日本国籍を有しない者に限り記入すること。
4

5

　武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「⑩現在の居所」欄に「遺体の
安置されている場所」を記入すること。
　⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について「有」又は「無」と記入願います。この場合において、当該希望者又は同意について特段の条件がある
場合は、当該条件を「備考」欄に記入すること。

安　否　情　報　報　告　書
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様式第４号（第３条関係） 
 

安 否 情 報 照 会 書 

   総務大臣                      年   月   日 
 （都道府県知事） 殿 
  （市町村長） 
                 申 請 者 
                  住所（居所）                

                  氏 名                   

 下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第

９５条第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。 

照会をする理由 
（○を付けて下さい。③
の場合、理由を記入願い
ます。） 

① 被照会者の親族又は同居者であるため。 
② 被照会者の知人（友人、職場関係者及び近隣住民）であるため。
③ その他 
  （                       ） 

備 考  

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有しな
い者に限る。） 

   日  本    その他（        ） 

照
会
に
係
る
者
を
特
定
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項 その他個人を識別

するための情報  

※申請者の確認  

※備    考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記入す

ること。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 
   ４ ※印の欄には記入しないこと。 
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様式第５号（第４条関係） 
 

安 否 情 報 回 答 書 
                             年   月   日 
            殿 
 
                               総務大臣 
                             （都道府県知事） 
                              （市町村長） 
 
   年  月  日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答します。

避難住民に該当するか否かの別  

武力攻撃災害により死亡し又は負傷

した住民に該当するか否かの別  

氏 名  

フ リ ガ ナ  

出 生 の 年 月 日  

男 女 の 別  

住 所  

国 籍 
(日本国籍を有しない者に限る。）   日  本    その他（        ）

そ の 他 個 人 を 識 別 
す る た め の 情 報  

現 在 の 居 所  

負傷又は疾病の状況  

被 
 

照 
 

会 
 

者 

連絡先その他必要情報  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
   ２ 「避難住民に該当するか否かの」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力攻撃災害

により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負傷」又は「非該当」

と記入すること。 
   ３ 「出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 
   ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入

した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体が安置されて

いる場所」を記入すること。 
   ５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 
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資料４  

 

火災・災害等即報要領 
昭 和 ５９ 年 １０月 １５日 

消防災第２６７号消防庁長官 

改正 平成 ６年１２月  消防災第２７９号 

平成 ７年 ４月  消防災第 ８３号 

平成 ８年 ４月  消防災第 ５９号 

平成 ９年 ３月  消防情第 ５１号 

平成１２年１１月  消防災第 ９８号 

消防情第１２５号 

平成１５年 ３月  消防災第 ７８号 

消防情第 ５６号 

平成１６年 ９月  消防震第 ６６号 

 

第 １  総則 

 

１ 趣旨 

この要領は、消防組織法（昭和22 年法律第 226 号）第２２条の規定に基づき消防庁長

官が求める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法

を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

(参考) 

消防組織法第２２条 

 消防庁長官は、都道府県及び市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法に

より消防統計及び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 
 

 

２ 火災・災害等の定義 

「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り「火災報告

取扱要領（平成6 年4 月21 日付消防災第100 号）」、「災害報告取扱要領（昭和45 年4 月

10 日付消防防第246 号）」、「救急事故等報告要領（昭和57年12月28日付消防救第53号）」

の定めるところによる。 

 

３ 報告手続 

(1) 「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（(1)において「火災等」という。） 

が発生した場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の

事務を処理する一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組

合又は広域連合をいう。(1)及び(5)において同じ。）は、火災等に関する即報を都道府

県を通じて行うものとする。 

ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地

域の属する市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救

助活動、事故の処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主とし

て応急措置を行った市町村又はこれらの火災等があったことについて報告を受けた市町

村が都道府県を通じて行うものとする。 
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(2) 「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合には、当該災害が発生した地域の属

する市町村は、災害に関する即報を都道府県に報告するものとする。 

(3) 「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村

からの報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報を消防庁に

報告を行うものとする。 

(4) 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第一

報を都道府県に加え、消防庁に対しても、報告するものとする。この場合において、消

防庁長官から要請があった場合については、市町村は第一報後の報告についても、引き

続き消防庁に対しても行うものとする。 

(5) 市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したとき、原則として、覚知後３０分以内

で可能な限り早く、分かる範囲で、その第一報を報告するものとし、以後、各即報様式

に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告するものとする。都道府県は、

市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村からの

報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとす

る。 

 

 

 

 

火災・災害等の発生 
 即報基準 

該当事案 直接即報基準 

該当事案 

市      村      町

都 道 府 県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第一報について

は覚知後３０分

以内に報告 

 

 

 

 

 

 

消     防     庁  
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４ 報告方法及び様式 

火災・災害等の即報に当たっては、(1)の区分に応じた様式に記載し、ファクシミリ等

により報告するものとする。また、画像情報を送信することができる地方公共団体は(2)

により被害状況等の画像情報の送信を行うものとする。 

ただし、消防機関等への通報が殺到した場合等において、迅速性を確保するため、 

様式によることができない場合には、この限りではない。また、電話による報告も認め

られるものとする。 

(1) 様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、

原子力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

なお、火災（爆発を除く。）については、第１号様式、特定の事故については、第

２号様式により報告すること。 

イ 救急・救助事故等即報・・・・・第３号様式 

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態を対象とする。 

なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故については省略することができる。

ただし、消防庁長官から特に求められたものについては、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア火災

等即報、イ救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から

特に求められたものについては、この限りではない。 

(2) 画像情報の送信 

地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共

団体（応援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生し

たときは、高所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星車載局等を用い

て速やかに被害状況等の画像情報を送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等 

ウ 報道機関に取り上げられる等社会的影響が高い火災・災害等 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

 

５ 報告に際しての留意事項 

(1) 「第２ 即報基準」及び「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等か判断 

に迷う場合には、できる限り広く報告するものとする。 

(2) 市町村又は都道府県は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難

な火災・災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報

の収集に特に配意し、迅速な報告に努めるものとする。 

 (3) 各都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等と密接な

連絡を保つものとする。 

(4) 市町村が都道府県に報告できない場合にあっては、一時的に報告先を消防庁に変更す

るものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府

県に報告するものとする。 

(5) (1)から(4)までにかかわらず、地震等により、消防機関への通報が殺到した場合、そ

の状況を市町村は直ちに消防庁及び都道府県に対し報告するものとする。 
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第２ 即報基準 

火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

 

１ 火災等即報 

(1) 一般基準 

火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそ

れがある場合を含む。）について報告すること。 

1) 死者が３人以上生じたもの 

2) 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

(2) 個別基準 

次の火災及び事故については(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ

各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）につい

て報告すること。 

ア 火災 

ア) 建物火災 

1) 特定防火対象物で死者の発生した火災 

2) 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利

用者等が避難したもの 

3) 大使館・領事館、国指定重要文化財又は特定違反対象物の火災 

4) 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

5) 損害額１億円以上と推定される火災 

イ）林野火災 

1) 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

2) 空中消火を要請したもの 

3) 住宅等へ延焼するおそれがある等社会的に影響度が高いもの 

ウ）交通機関の火災 

船舶、航空機、列車、自動車の火災で、次に掲げるもの 

1) 航空機火災 

2) タンカー火災の他社会的影響度が高い船舶火災 

3) トンネル内車両火災 

4) 列車火災 

エ）その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等消防上特

に参考となるもの 

（例示） 

・消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

1) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

（例示） 

・危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火

災又は爆発事故 

2) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

3) 特定事業所内の火災（ 1)以外のもの。） 

ウ 危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）

を貯蔵し又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石
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油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

 

1) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

2) 負傷者が５名以上発生したもの 

3) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害

を及ぼしたもの 

4) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

5) 海上、河川への危険物等流出事故 

6) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う、火災・危険物等の漏えい事故 

エ 原子力災害等 

1) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏

えいがあったもの 

2) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬

中に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

3) 原子力災害対策特別措置法（平成11 年法律第156 号）第１０条の規定により、原

子力事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあった

もの 

4) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏

えいがあったもの 

オ その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故であって、社会的に影響度が高いと認められる

もの 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない火災・事故であっても、報道機関に取り上げ

られる等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。 

 

２  救急・救助事故即報 

救急・救助事故即報については、次の基準に該当する事故（該当するおそれがある場

合を含む。）について報告すること。 

1) 死者５人以上の救急事故 

2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

3) 要救助者が５人以上の救助事故 

4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上を要した救助事故 

5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高い救急・救助事故 

（例示） 

・列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・バスの転落による救急・救助事故 

・ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故 

 

３  武力攻撃災害即報 

次の災害等（該当するおそれがある場合を含む。）についても、上記２と同様式を用

いて報告すること。 

1) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112

号）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直接又は間接に生ずる

人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災害 

2) 武力攻撃事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する
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法律（平成15 年法律第79 号）第２５条第１項に規定する緊急対処事態、すなわち、

武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当

該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態 

 

４  災害即報 

災害即報については、次の基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含 

む。）について報告すること。 

(1) 一般基準 

1) 災害救助法の適用基準に合致するもの 

2) 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

3) 災害が２都道府県以上にまたがるもので１の都道府県における被害は軽微であっ

ても、全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

 

(2) 個別基準 

ア 地震 

地震が発生し、当該都道府県又は市町村の区域内で震度４以上を記録したも 

の 

イ 津波 

津波により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

1) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

2) 河川の溢水、破堤又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

1) 雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

2) 道路の凍結又は雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

1) 臨時火山情報が発表され、登山規制又は通行規制等を行ったもの 

2) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(3) 社会的影響基準 

(1)一般基準、(2)個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に取り上げられる

等社会的影響度が高いと認められる場合には報告すること。 

 

第３  直接即報基準 

市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当

するおそれがある場合を含む。）については、直接消防庁に報告するものとする。 

１  火災等即報 

ア 交通機関の火災 

第２の１の（2）のアのウ）に同じ。 

イ 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

第２の１の（2）のイ1)、2)に同じ。 

ウ 危険物等に係る事故（イの石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

1) 第２の１の（2）のウ1)、2)に同じ。 

2) 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又

は周辺で、５００平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

3) 危険物等を貯蔵し又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当す

るもの 
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① 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

② ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

4) 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住

民の避難、道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

5) 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

エ 原子力災害等 

第２の１の（2）のエに同じ。 

２  救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

2) バスの転落等による救急・救助事故 

3) ハイジャック及びテロ等による救急・救助事故 

4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

5) その他報道機関に取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

３  武力攻撃災害即報 

第２の３の1)、2)に同じ。 

 

４  災害即報 

地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わ

ない。） 

 

 

第４ 記入要領 

第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞ

れの報告要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）

の定めるところによる。 

 

＜火災等即報＞ 

１  第１号様式（火災） 

(1) 火災種別 

火災の種別は、「建物火災」「林野火災」「車両火災」「船舶火災」「航空機火災」

及び「その他の火災」とし、欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 消防活動状況 

当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請

及び消防機関による応援活動の状況についても記入すること。 

(3) 救急・救助活動状況 

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入

すること（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。 

(4) 災害対策本部等の設置状況 

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対

策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入 

すること。 

1) 死者３人以上生じた火災 
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ア 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

ア） 建物等の用途、構造及び環境 

イ） 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状

況並びに予防査察の経過 

イ 火災の状況 

ア） 発見及び通報の状況 

イ） 避難の状況 

2) 建物火災で個別基準の5)又は6)に該当する火災 

ア） 発見及び通報の状況 

イ） 延焼拡大の理由 

ア 消防事情 イ 都市構成 ウ 気象条件 エ その他 

ウ） 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

エ） り災者の避難保護の状況 

オ） 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を 

含む。） 

3) 林野火災 

ア） 火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

※必要に応じて図面を添付する。 

イ） 林野の植生 

ウ） 自衛隊の派遣要請、出動状況 

エ） 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

4) 交通機関の火災 

ア） 車両、船舶、航空機等の概要 

イ） 焼損状況、焼損程度 

 

２  第２号様式（特定の事故） 

(1) 事故名（表頭）及び事故種別 

特定の事故のうち、「事故名」及び「事故種別」の欄中、該当するものの記号を○で

囲むこと。 

(2) 事業所名 

「事業所名」は、「○○（株）○○工場」のように、事業所の名称のすべてを記入する

こと。 

(3) 特別防災区域 

発災事業所が、石油コンビナート等災害防止法（昭和50 年法律第84 号。以下この

項で「法」という。）第２条第２号に規定する特別防災区域内に存する場合のみ、当

該地区名を記入すること。また、法第２条第４号に規定する第一種事業所にあっては、

「レイアウト第一種」、「第一種」のいずれかを、同条第５号に規定する第二種事業

所は「第二種」を、その他の事業所は「その他」を○で囲むこと。 

(4) 覚知日時及び発見日時 

「覚知日時」は、消防機関が当該事故を覚知した日時を、「発見日時」は事業者が当

該事故を発見した日時を記入すること。 

(5) 物質の区分及び物質名 

事故の発端となった物質で、欄中、該当するものの記号を○で囲み、物質の化学名

を記入すること。なお、当該物質が消防法（昭和23 年法律第186 号）で定める危険物

である場合には、危険物の類別及び品名について記入すること。 

(6) 施設の区分 
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欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(7) 施設の概要 

「○○と××を原料とし、触媒を用いて＊＊製品を作る△△製造装置」のように記

入すること。なお、当該施設が危険物施設である場合には、危険物施設の区分（製造

所等の別）についても記入すること。 

(8) 事故の概要 

事故発生に至る経緯、態様、被害の状況等を記入すること。 

(9) 消防防災活動状況及び救急救助活動状況 

防災本部、消防機関及び自衛防災組織等の活動状況並びに都道府県又は市町村の応

急対策の状況を記入すること。また、他の消防機関等への応援要請及び消防機関等に

よる応援活動の状況についても記入すること。 

(10) 災害対策本部等の設置状況 

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故

対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。 

(11) その他参考事項 

以上のほか、特記すべき事項があれば、記入すること。 

（例） 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

(12) 原子力災害等の場合 

ア 原子力災害等が発生するおそれがある場合には、「発生」を「発生のおそれ」に

読み替えること。 

イ 原子力災害等による死傷者については、「負傷者」を「負傷者」、「被ばく者」、

「汚染者」に区分して記入すること。 

ウ その他参考事項として、付近住民の避難、屋内避難及び安定ヨウ素剤服用の状況

を記入するとともに、地域防災計画に「原子力発電所異常事態通報様式」等が定め

られている場合には、当該通報の内容を併せて報告すること。 

 

＜救急・救助事故等即報＞ 

３  第３号様式（救急・救助事故等） 

(1)  事故災害種別 

「事故災害種別」の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

(2) 事故等の概要 

「事故等の概要」は、発生した事故等の種別、概略、経過等を記入すること。 

(3) 死傷者等 

ア 「負傷者等」には、急病人等を含む。 

イ 「不明」とは、行方不明等所在が判明しないものをいう。 

(4) 救助活動の要否 

救助活動を要する又は要した事故であるか否かを記入すること。 

(5) 要救護者数（見込） 

救助する必要がある者（行方不明者あるいは救助の要否が不明の者を含む。）で、

未だ救助されていない者の数を記入すること。 

また、「救助人員」は、報告時点で救助が完了した者の数を記入すること。 

(6) 消防・救急・救助活動状況 

出動した消防隊、救急隊、救助隊等（応援出動したものを含む。）について、所属

消防本部名、隊の数、人員、出動車両数等を記入するとともに、傷病者の搬送状況等

活動の状況について記入すること。 
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(7) 災害対策本部等の設置状況 

当該事故に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故

対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。 

(8) その他参考事項 

以上のほか、応急措置等について、特記すべき事項があれば記入すること。 

（例） 

・都道府県、市町村、その他関係機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

 

＜災害即報＞ 

４  第４号様式 

1) 第４号様式－その１（災害概況即報） 

災害の具体的な状況、個別の災害現場の概況等を報告する場合、災害の当初の段階で

被害状況が十分把握できていない場合（例えば、地震時の第一報で、死傷者の有無、火

災、津波の発生の有無等を報告する場合）には、本様式を用いること。 

(1) 災害の概況 

ア 発生場所、発生日時 

当該災害が発生した具体的地名（地域名）及び日時を記入すること。 

イ 災害種別概況 

（ア） 風水害については、降雨の状況及び河川のはん濫、溢水、崖崩れ、地すべり、

土石流等の概況 

（イ） 地震については、地震に起因して生ずる火災、津波、液状化、崖崩れ等の概況 

（ウ） 雪害については、降雪の状況並びに雪崩、溢水等の概況 

（エ） 火山噴火については、噴火の状況及び溶岩流、泥流、火山弾、火山灰等の概況 

（オ） その他これらに類する災害の概況 

(2) 被害の状況 

当該災害により生じた被害の状況について、判明している事項を具体的に記入するこ

と。その際特に人的被害及び住家の被害に重点を置くこと。 

(3) 応急対策の状況 

当該災害に対して、災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本部等を設置した場

合にはその設置及び解散の日時を記入するとともに、市町村（消防機関を含む。）及び

都道府県が講じた応急対策について記入すること。 

（例） 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

2) 第４号様式－その２（被害状況即報） 

(1) 各被害欄 

原則として、報告の時点で判明している最新の数値を記入する。ただし、被害額に

ついては、省略することができる。 

なお、「水道」、「電話」、「電気」及び「ガス」については、それぞれ報告時点

における断水戸数、通話不能回線数、停電戸数及び供給停止戸数を記入すること。 
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(2) 災害対策本部等の設置状況 

当該災害に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故

対策本部等を設置した場合には、その設置及び解散の日時について記入すること。 

(3) 災害救助法適用市町村名 

市町村毎に、適用日時を記入すること。 

(4) 備考欄 

備考欄には次の事項を記入すること。 

ア 災害の発生場所 

被害を生じた市町村名又は地域名 

イ 災害の発生日時 

被害を生じた日時又は期間 

ウ 災害の種類、概況 

台風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波等の種別、災害の経過、今後の見通し

等 

エ 応急対策の状況 

市町村（消防機関を含む。）及び都道府県が講じた応急対策について記入すること。 

（例） 

・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

・避難の勧告・指示の状況 

・避難所の設置状況 

・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

・自衛隊の派遣要請、出動状況 

・災害ボランティアの活動状況 
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第１号様式（火災）                   第         報 

報告日時 年  月  日  時  分

都道府県 
 

市町村 

（消防本部名）

 

報告者名  

 

 

 

 

 

消防庁受信者氏名     

火災種別 

※ 爆発を除く 

 

１ 建物 ２ 林野 ３ 車両 ４ 船舶 ５ 航空機 ６ その他 

出火場所  

出火日時 

（覚知日時） 

月  日  時  分 （鎮圧日時） 

鎮火日時 月 日  時  分 （月  日  時  分） 

（月  日  時  分）

火元の業態・ 

用   途 

 
（代表者氏名）

事業所名  

出火箇所 
 出火原因  

 

 

死 傷 者 

死者（性別・年齢）   人 

 

負傷者 重 症     人 

 

    中等症     人 

    軽 症     人 

 

死者の生じた

理    由 

建物の概要 
構造           建築面積 

階層           延べ面積  

 
 

建物焼損床面積  ㎡ 

 

建物焼損表面積  ㎡ 

 林野焼損面積  ａ 

 

消損程度 

 

焼損 

棟数 

全 焼  棟 

半 焼  棟     

部分焼  棟   計  棟 

ぼ や  棟 

   

焼損面積 

り災世帯数 気象状況   

 

消防活動状況 

消防本部（署）      台      人 

その他                 人 

消防団          台      人 

救急・救助 
 

活動状況 

災害対策本部

の設置状況 

 

その他参考事項 

（注）第一報については、原則として、覚知後30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 

すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告 

すれば足りる。） 
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第２号様式（特定の事故）                   第        報 

報告日時 年  月  日  時  分 

都道府県  

市町村 

（消防本部名）

 

報告者名 

 

    
 １ 石油ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ等特別防災区域内の事故 
     ２ 危険物等に係る事故 

事故名 

    ３ 原子力施設等に係る事故 

    ４ その他特定の事故  

 

消防庁受信者氏名     

              

事故種別 １ 火災   ２ 爆発  ３ 漏えい  ４ その他（     ） 

発生場所  

事業所名 
 

特別防災区域 
レイアウト第一種、第一種、 

第二種、その他 

発見日時  月  日  時  分 
発生日時 

（覚知日時） 

 月  日  時  分 

（月  日  時  分） 鎮火日時 

（処理完了） 

月  日  時  分 

消防覚知方法 
 

気象状況 
 

物質の区分 
１危険物 ２指定可燃物 ３高圧ガス ４可燃性ガス 

５毒劇物 ６RI等 ７その他（     ） 

物質名  

施設の区分 １危険物施設 ２高危混在施設 ３高圧ガス ４その他（     ） 

施設の概要 
  危険物施設 

の区分 

事故の概要 
 

死傷者 

死者（性別・年齢）     人 負傷者等       人（      人） 

  重 症      人（      人）    

  中等症      人（      人） 

軽 症      人（      人）   

出場機関 出場人員 出場資機材 

自衛防災組織       人  

共同防災組織       人  

事

業

所 そ の 他       人  

消防本部（署） 
 台 

人 

 

消 防 団 
人 

 台  

海上保安庁       人  

自 衛 隊       人  

消防防災 

活動状況 

及び 

救急・救助 

活動状況 

      人  

警戒区域の設定  月 日 時 分

使用停止命令   月 日 時 分 そ の 他 

災害対策本部

等の設置状況 

 

その他参考事項 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告すること。 

（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して報告すれば足りるこ 

と。） 
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第３号様式（救急・救助事故等）                第         報 

報告日時 年  月  日  時  分 

都道府県  

市町村 

（消防本部名）

 

報告者名  

     
              

 

 

 

消防庁受信者氏名    

 

 

事故災害種別 １ 救急事故 ２ 救助事故 ３ 武力攻撃災害 ４ 緊急対処事態 

発生場所 
 

発生日時 

（覚知日時） 

月  日  時  分 
（月  日  時  分） 覚知方法 

 

事故等の概要 
 

死者（性別・年齢） 
       

計    人 

死傷者等 
不明    
           人 

 
負傷者等        人（     人）

 
     重 症    人（     人）

     中等症    人（     人）

     軽 症    人（     人）

救助活動の要否 

 

要救護者（見込）  
救助人員  

消防・救急・救助 
活動状況 

 

災害対策本部等

の設置状況 
 

その他参考事項 

（注）負傷者等欄の( )書きは、救急隊による搬送人員を内書きで記入すること。 

（注）第一報については、原則として、覚知後30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 

すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入 

して報告すれば足りること。） 

 

 

 

- 130 - 



第４号様式（その１）                

報告日時 年  月  日  時  分 

都道府県  

市町村 

（消防本部名）

 

報告者名 
 

     
  （災害概況即報）              

 

消防庁受信者氏名    
 
 
 
 
災害名        （第   報） 

発生場所  発 生 日

時 年 月  日  時  分 

災

害

の

概

況 

 

死者 人 不明 人 全壊   棟 一部破損  棟
死傷者 

負傷者 人 計  人
住 家 

半壊   棟 床下浸水  棟

被

害

の

状

況 

 

災害対策本部等の 
設 置 状 況 

（都道府県） （市町村） 

応

急

対

策

の

状

況 

 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報告 

すること。（確認がとれていない事項については、確認がとれていない旨（「未確認」等）を記入して 

報告すれば足りること。） 
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第４号様式（その２） 

  （被害状況即報） 

 

都道府県  区     分 被   害 

流失・埋没 ha   
田

冠   水 ha  

流失・埋没 ha  

災 害 名 
・ 

報告番号 

 
災害名 
第      報 
 
（  月  日  時現在）

 
畑

冠   水 ha  

文教施設 箇所  
報告者名 

 

病  院 箇所  

区      分 被      害 道  路 箇所  

死  者 人  橋りょう 箇所  

行方不明 人  河  川 箇所  

重症 人  港  湾 箇所  

人

的

被

害 
負

傷

者 軽症 
人  砂  防 箇所

 

棟  清掃施設 箇所  

世帯  崖くずれ 箇所   
全 壊 

人  鉄道不通 箇所  

棟  被害船舶 隻  

世帯  水  道 戸   
半 壊 

人  電  話 回線  

棟  電  気 戸  

世帯  ガ  ス 戸   
一部損壊 

人  ブロック塀等 箇所  

棟   

世帯    
床上浸水 

人  

 
 
 
 
そ

 
 
 
 
 
 
の

 
 
 
 
 
 
他

  
 

棟  り災世帯数 世帯  

世帯  り災者数 人  

 
 
住 
 
 
家 
 
 
被 
 
 
害 

 
床下浸水 

人  建物 件  

公共建物 棟  危険物 件  非

住

家 その他 棟  

火

災

発

生 その他 件  
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区      分 被  害 

公立文教施設 千円 
 

農林水産業施設 千円  

 

都

道

府

県 

 

公共土木施設 千円  

その他の公共施設 千円  

小   計 千円  

公共施設被害市町村数 団体 
 

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  
 
 
 
 

等 

の 

設 

置 

状 
 況

 
 
 

災 

害 

対 

策 

本 

部 
 
 

 

 

市 

 

 

町 

 

 

村 

 

畜 産 被 害 千円  

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

 

 

  

 
 
 

適
用
市
町
村
名 

災 

害 

救 

助 

法 

計           団体 

 

 

そ 

 

の 

 

他 

そ の 他   消防職員出動延人数 人
 

被 害 総 額   消防団員出動延人数 人
 

 

 

 

 

 

 

備 

 

 

 

 

 

 

 

考 

 

災害発生場所 

 

災害発生年月日 

 

災害の種類概況 

 

応急対策の状況 

 

 ・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

 ・避難の勧告・指示の状況 

 ・避難所の設置状況 

 ・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

 ・自衛隊の派遣要請、出動状況 

 ・災害ボランティアの活動状況 

※被害額は省略することができるものとする。 
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